
目　　　的 対　象
各期の
定員

期　間
（概ね）

推薦受付
期間

第144期
令和７年５月８日～
　　　　　９月12日

令和７年２月10日～
          ２月21日

第145期
令和７年10月21日～
　令和８年３月６日

令和７年７月28日～
　　　　　８月８日

第208期
令和７年５月27日～
　　　　　８月７日

①令和７年２月25日
　～３月７日
②令和７年３月24日
　～４月４日

第209期
令和７年９月２日～
　　　　　11月14日

令和７年６月２日～
　　　　　６月13日

第210期
令和７年12月５日～
　令和８年３月４日

令和７年９月８日～
　　　　　９月19日

第49期
令和７年８月29日～
　　　　　９月26日

令和７年６月２日～
　　　　　６月13日
　　　　　　　※２

第50期
令和８年１月30日～
　　　　　２月27日

令和７年11月４日～
　　　　　11月14日
　　　　　　　※２

第３部課程 管理職の能力向上
都道府県及び市区町
村の課長相当職以上
の職員

120名 １か月 第115期
令和７年７月15日～
　　　　　８月８日

令和７年４月21日～
　　　　　５月２日

第５期
令和７年５月27日～
　　　　　６月13日

①令和７年２月25日
　～３月７日
②令和７年３月24日
　～４月４日

第６期
令和７年12月５日～
　　　　　12月24日

令和７年９月８日～
　　　　　９月19日

税務専門課程
税務・徴収
コース

地方税徴収等能力
の向上

都道府県及び市区町村の
賦課・徴収事務の管理監
督職員（税務事務経験年
数３年以上かつ徴収事務
経験年数が１年以上の
者）

120名 １か月 第23期
令和７年10月20日～
　　　　　11月21日

令和７年７月７日～
　　　　　７月18日

税務専門課程
会計コース
※３

税務・財務知識の
習得

都道府県及び市区町
村の税務担当職員
（税務事務経験年数
の基準を満たす者）

50名

通信：
３か月
宿泊：
３か月

第43期
令和７年７月４日～
　　　　　10月３日
　　　（宿泊研修）

令和７年１月14日～
　　　　　１月24日

監査・内部統制
専門課程

監査事務等実務能
力の養成

都道府県及び市区町
村の課長補佐・係長
相当職の職員

50名 １か月 第26期
令和８年１月16日～
　　　　　２月26日

令和７年10月14日～
　　　　　10月24日

※１

※２

※３

※４

専
門
研
修

法制集中研修を含みます。

法制集中研修を受講する場合には、推薦期間は当該研修の推薦期間に準じます。

修了試験に合格し、必要な税務事務経験年数を満たすと税理士試験が全て免除され、税理士となる資格が得られます。

各課程ともに、対象とされている地方公共団体を構成団体に含む一部事務組合等（一部事務組合、広域連合、市長会、町村会、市町村振興協会など）の職員も
対象となります。

幹部候補の養成

・第２部課程及び
　第１部・第２部
　特別課程参加者
・法制課目のみ受講
　希望者

３週間

２か月半

第１部・第２部
特別課程

幹部候補の養成

都道府県及び市区町
村の課長補佐・係長
相当職以上の女性職
員

120名 １か月

第２部課程
※１

一
　
　
般
　
　
研
　
　
修

（法制集中研修）

幹部候補の養成

市町村（指定都市・
中核市を除く）の課
長補佐・係長相当職
以上の職員

100名

令和７年度　自治大学校　研修概要

課　　　程 宿泊研修期間

第１部課程 幹部候補の養成

都道府県、指定都
市、中核市、施行時
特例市、特別区の課
長補佐・係長相当職
の職員（要望があれ
ば市町村職員も可）

80名 ４か月半
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